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表紙

－ 1 －

 （証券コード　7594）
  平成25年２月８日

株 主 各 位  

 大阪府茨木市五日市緑町２番28号
 

 取締役社長 竹 下 敏 章

第66回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第66回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご

通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数

ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご

表示いただき、平成25年２月25日（月曜日）午後６時までに到着するようご送付くださいますよう

お願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成25年２月26日（火曜日）午前10時

２．場 所 大阪市北区芝田一丁目１番35号

大阪　新阪急ホテル　２階　紫の間

　（末尾の「会場ご案内図」をご参照ください。）

３．目 的 事 項 　

　 報 告 事 項 １．第66期（平成23年12月１日から平成24年11月30日まで）事業報告、連結計

算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

　  ２．第66期（平成23年12月１日から平成24年11月30日まで）計算書類報告の件

　 決 議 事 項 　

　 第１号議案 剰余金の処分の件

　 第２号議案 取締役９名選任の件　

　 第３号議案 監査役２名選任の件 

　 第４号議案 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件 
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４．その他本招集ご通知に関する事項
　　　本招集ご通知に添付すべき書類のうち、｢連結注記表｣及び｢個別注記表｣として表示すべき
　　　事項につきましては、法令及び当社定款の定めにより、インターネット上の当社ウェブサ
      イト（http://www.maruka.co.jp/ir/soukai）に掲載しておりますので、本添付書類には
      記載をしておりません。
　　　なお、監査役が監査報告書を、会計監査人が会計監査報告書をそれぞれ作成するに際して
      監査した連結計算書類及び計算書類には、本添付書類記載のもののほか、この｢連結注記
　　　表｣及び｢個別注記表｣として表示すべき事項も含まれております。　　
　

　以 上


◎　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま

すようお願い申し上げます。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいます

ようお願い申し上げます。   　

◎　株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、イ

ンターネット上の当社ウェブサイト（http://www.maruka.co.jp/）に掲載させていただき

ます。
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（添付書類）

　

事　業　報　告

( 平成23年12月１日から
平成24年11月30日まで )

　

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、自動車関連産業の回復に加え東日本大震災の復興特

需等もあり、緩やかな景気回復が続きました。中国では景気の減速など成長率の鈍化がみられ

ましたが、東南アジア諸国では各国が内需喚起策を展開し、その効果から堅調な景気が続きま

した。また北米においては、失業率の高止まりなど懸念材料はありますが、設備投資に回復基

調がみられました。欧州の経済不安や円高の長期化等、景気の先行きは不透明でありましたが、

総じて当社グループが拠点を有する地域の設備投資は、緩やかではありますが回復基調が続き

ました。

このような状況におきまして、当社グループでは、日米中亜（日本、米州、中国、東南アジ

ア・インド）の４極体制の構築を柱として海外事業の拡大を推し進めてまいりました。

その結果、当連結会計年度の売上高は41,968百万円（前期比29.4％増）、営業利益は2,311百

万円（同119.0％増）、経常利益は2,495百万円（同102.9％増）、当期純利益は1,366百万円（同

101.1％増）となりました。　

　事業の種類別セグメントの業績につきましては、次のとおりであります。

産業機械部門は、日本では、設備投資は緩やかではありますが回復し、中国、東南アジアに

おいても設備投資は自動車関連をはじめ底堅く推移し、特にタイにおきましては、洪水復旧需

要もあり、大幅に伸長いたしました。また、アメリカにおいては、自動車関連・航空機関連で

伸長し、好調に推移しました。

　この結果、当連結会計年度における当部門の売上高は35,841百万円（前期比35.7％増）、営

業利益は2,814百万円（同66.3％増）となりました。

建設機械部門では、依然として厳しい状況が続いており、主力商品のクレーンの販売は苦戦

しましたが、基礎機械は伸長いたしました。また子会社のジャパンレンタルは堅調に推移いた

しました。

この結果、当連結会計年度における当部門の売上高は6,078百万円（前期比1.6％増）、営業

利益は269百万円（同126.2％増）となりました。

その他の事業は保険部門の業績であります。

当連結会計年度における当部門の売上高は48百万円（前期比11.3％増）、営業利益は21百万

円（同1.8％減）となりました。　
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(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は672百万円（無形固定資産を含む）であ

ります。その主な内訳は、賃貸用住宅の建設投資（216百万円）、事務所設備の投資（208百万

円）、レンタル機械の更新設備投資（163百万円）等であります。

　

(3) 資金調達の状況

　マルカ・アメリカは、インダストリアル・ツール社の株式取得のための資金として、金融機

関より長期借入金として220百万円の調達を実施いたしました。

　なお、マルカ・アメリカは平成24年10月31日をもって、インダストリアル・ツール社の発行

済株式の全てを取得し、100％子会社といたしました。　

 

(4) 対処すべき課題

今後の見通しにつきましては、日本経済は金融緩和や国土強靱化政策等により回復基調を辿

るものと思われ、中国、東南アジアにおいては経済成長率の鈍化がみられるものの、自動車、

エネルギー・インフラ等の設備投資は堅調に推移するものと考えております。北米におきまし

ても、２月末に控える「財政の崖」第２幕問題等不透明な要因があるものの、雇用や住宅市場

に持ち直しがみられ、緩やかながら景気回復が続くと思われます。

このような状況の下で、産業機械部門については、日米中亜（日本、米州、中国、東南アジ

ア・インド）４極体制の力を結集し、真のグローバル企業を目指すべく、各国間取引の拡大、

海外商品の発掘、海外サービスの充実を推し進めてまいります。

建設機械部門においては、復興需要が本格的化してきた東北地方とその他の地域との間で設

備投資への意欲に差があり厳しい状況ではありますが、お客様のニーズを掘り起こして当社グ

ループ主力商品であるクレーンの拡販とクレーン以外の商品開発に努めるとともに、中古建設

機械の輸出と建設機械の海外レンタルなど海外事業展開を推し進めてまいります。　　
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(5) 財産及び損益の状況の推移

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第　　63　　期
　
平 成 21 年 度

第　　64　　期
　
平 成 22 年 度

第　　65　　期
　
平 成 23 年 度

第　　66　　期
（当連結会計年度）
平 成 24 年 度

売 上 高 27,340百万円 24,486百万円 32,432百万円 41,968百万円

営 業 利 益 228百万円 373百万円 1,055百万円 2,311百万円

経 常 利 益 458百万円 544百万円 1,229百万円 2,495百万円

当 期 純 利 益 81百万円 198百万円 679百万円 1,366百万円

１株当たり当期純利益 8.82円 21.85円 74.93円 150.69円

総 資 産 19,255百万円 21,521百万円 23,648百万円 28,174百万円

純 資 産 12,066百万円 12,128百万円 12,549百万円 13,866百万円

（注）１．百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。

　

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第　　63　　期
　
平 成 21 年 度

第　　64　　期
　
平 成 22 年 度

第　　65　　期
　
平 成 23 年 度

第　　66　　期
(当事業年度 )
平 成 24 年 度

売 上 高 19,998百万円 19,728百万円 23,970百万円 31,629百万円

営 業 利 益 300百万円 365百万円 543百万円 1,389百万円

経 常 利 益 723百万円 600百万円 773百万円 1,728百万円

当 期 純 利 益 347百万円 268百万円 413百万円 1,037百万円

１株当たり当期純利益 37.77円 29.59円 45.56円 114.40円

総 資 産 16,611百万円 18,975百万円 19,778百万円 24,060百万円

純 資 産 10,431百万円 10,656百万円 10,916百万円 11,823百万円

（注）１．百万円単位の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により算出しております。
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

 

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議 決 権 比 率 主 要 な 事 業 内 容

マ ル カ ・ ア メ リ カ
(MARUKA U.S.A. INC.)

US$6,000,000 100％ 産業機械の販売

 

(7）主要な事業内容

事 業 の 種 類 事 業 の 内 容

産 業 機 械 工作機械、鍛圧機械、物流機械等の産業機械及びその周辺装置の販売

建 設 機 械
クレーン、掘削機械、基礎工事用機械、高所作業車等の建設機械及びそ
の周辺装置の販売とレンタル

そ の 他 の 事 業 保険代理店業

　

(8）主要な事業所

①　当社の主要な事業所

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 大 阪 府 茨 木 市 静 岡 営 業 所 静 岡 県 静 岡 市

東 京 支 社 東 京 都 中 央 区 松 山 営 業 所 愛 媛 県 松 山 市

中 部 支 社 愛 知 県 名 古 屋 市 島 根 営 業 所 島 根 県 松 江 市

岡 山 支 店 岡 山 県 岡 山 市 台 北 支 店 中 華 民 国 台 北 市

福 岡 支 店 福 岡 県 大 野 城 市
ハ ノ イ 駐 在
事 務 所

ベ ト ナ ム 社 会 主 義 共 和 国 ハ ノ イ 市

東 北 支 店 宮 城 県 仙 台 市
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②　マルカ・アメリカの主要な事業所

名 称 所 在 地

本 社 ニ ュ ー ジ ャ ー ジ ー 州 パ イ ン ブ ル ッ ク

カ ン サ ス 支 店 ミ ズ ー リ ー 州 リ ー ズ ・ サ ミ ッ ト

ロ サ ン ゼ ル ス 支 店 カ リ フ ォ ル ニ ア 州 セ リ ト ス

シ カ ゴ 支 店 イ リ ノ イ 州 ロ ン バ ー ド

　　　　

③　その他の事業所

会 社 名 所 在 地

ソ ノ ル カ エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社 大 阪 府 摂 津 市

ジ ャ パ ン レ ン タ ル 株 式 会 社 神 奈 川 県 川 崎 市

マルカ・フィリピン（MARUKA ENTERPRISES,INC.） フ ィ リ ピ ン 共 和 国 マ ニ ラ 市

マルカ・タイ（MARUKA MACHINERY（THAILAND）CO.,LTD.） タ イ 王 国 バ ン コ ク 市

マルカ・マレーシア（M A R U K A  ( M )  S D N .  B H D .） マレーシア国クアラルンプール市

マルカ・インドネシア（PT. M A R U K A  I N D O N E S I A） インドネシア共和国ジャカルタ市

マ ル カ ・ 広 州 （ 広 州 丸 嘉 貿 易 有 限 公 司 ） 中 華 人 民 共 和 国 広 州 市

マ ル カ ・ 上 海 （ 上 海 丸 嘉 貿 易 有 限 公 司 ） 中 華 人 民 共 和 国 上 海 市

マ ル カ ・ イ ン ド （ M A R U K A  I N D I A  P V T . L T D . ） イ ン ド 共 和 国 デ リ ー 市
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(9) 従業員の状況

①　企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 数

439名 44名増

 

②　当社の従業員の状況

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 数 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

164名 5名増 39.2歳 11.9年

　

(10) 主要な借入先

　特記すべき事項はありませんが、短期並びに長期借入金合計298百万円は、マルカ・アメリカ

の銀行借入金であります。
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数　　　　33,600,000株

(2) 発行済株式の総数　　　　 9,327,700株(自己株式262,359株を含む。)

(3) 株主数　　　　　　　　　　　 7,383名

(4) 大株主(上位10名)　　　　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

コ ベ ル コ ク レ ー ン 株 式 会 社 594千株 6.6％

株 式 会 社 不 二 越 576千株 6.4％

あ い お い ニ ッ セ イ 同 和 損 害 保 険 株 式 会 社 550千株 6.1％

株 式 会 社 り そ な 銀 行 396千株 4.4％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 372千株 4.1％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 355千株 3.9％

マ ル カ キ カ イ 従 業 員 持 株 会 320千株 3.5％

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 288千株 3.2％

乾 　 　 　 孝 　 義 261千株 2.9％

若 　 山 　 永 太 郎 212千株 2.3％

（注）１. 持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

２. 持株比率は自己株式（262,359株）を控除して算出し、小数点第２位を四捨五入して計算しております。

また、自己株式は上位10名から除いております。

　

３．会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

(1）取締役及び監査役の状況

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

釜 江 信 次 代 表 取 締 役 会 長
ソノルカエンジニアリング株式会社
代表取締役会長

竹 下 敏 章
　
代 表 取 締 役 社 長
　

　

森 　 康 明
取 締 役 兼 常 務 執 行 役 員
管 理 本 部 長

 

真 鍋 　 聡
取 締 役 兼 執 行 役 員
東南アジア・インド営業統括

マルカ・タイ　取締役社長
マルカ・インド　取締役社長　

諸 　 富 　 秀 　 一
取 締 役 兼 執 行 役 員
産 業 機 械 本 部 長

　

難 波 経 久
取 締 役 兼 執 行 役 員
産 業 機 械 副 本 部 長

マルカ・広州　董事長
マルカ・上海　董事長総経理

吉 儀 裕 之
取 締 役 兼 執 行 役 員
建 設 機 械 本 部 長
保 険 部 担 当

　
　

湯 村 幸 次 取 締 役
コベルコクレーン株式会社
取締役専務執行役員　　　　　

記 録 勇 次 常 勤 監 査 役  

塚 原 　 実 常 勤 監 査 役  

柴 　 功 安 監 査 役 株式会社不二越　常務取締役

長 﨑 伸 郎 監 査 役
あいおいニッセイ同和損害保険株式会
社　執行役員

（注） １．湯村幸次氏は、社外取締役であります。

２．柴　功安氏及び長﨑伸郎氏は、社外監査役であります。

３．当社は、監査役長﨑伸郎氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。
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(2) 事業年度中に退任した取締役及び監査役

　　　 該当事項はありません。　　
　

　

(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役

（ う ち 社 外 取 締 役 ）

８名

（１名）

103,172千円

（2,400千円）

監 査 役

（ う ち 社 外 監 査 役 ）

４名

（２名）

17,139千円

（4,800千円）

合 計

（ う ち 社 外 役 員 ）

１２名

（３名）

120,312千円

（7,200千円）

（注）1．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

2．取締役の報酬額は、平成19年２月26日開催の第60回定時株主総会において、年額150百万円以内（た

だし、使用人分給与は含まない｡）と決議いただいております。

3．監査役の報酬額は、平成19年２月26日開催の第60回定時株主総会において、年額30百万円以内と決

議いただいております。
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(4）社外役員に関する事項
イ．社外役員の重要な兼職先と当社との関係
・取締役湯村幸次氏は、コベルコクレーン株式会社の取締役専務執行役員を兼務してお

ります。なお、当社は同社と商品仕入・販売等の取引関係があります。

・監査役柴　功安氏は、株式会社不二越の常務取締役を兼務しております。なお、当社

は同社と商品仕入・販売等の取引関係があります。
　・監査役長﨑伸郎氏は、あいおいニッセイ同和損害保険株式会社の執行役員を兼務して

おります。なお、当社は同社の保険代理店であります。
　
ロ．当事業年度における主な活動状況

 活 動 状 況

取締役　湯村幸次 当事業年度に開催された取締役会12回のうち、６回に出席し、議案審議

等に必要な発言を適宜行っております。

監査役　柴　功安 当事業年度に開催された取締役会12回のうち、10回に出席し、また、当

事業年度に開催された監査役会７回のうち、６回に出席し、議案審議等

に必要な発言を適宜行っております。

監査役　長﨑伸郎 当事業年度に開催された取締役会12回のうち、11回に出席し、また、当

事業年度に開催された監査役会７回すべてに出席し、議案審議等に必要

な発言を適宜行っております。

　
ハ．責任限定契約の内容の概要
　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契

約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。
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５．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

近畿第一監査法人

　

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①　公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 13,000千円

②　当社及び当社の子会社が支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額 13,000千円

　

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査

の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る報

酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

 

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

 

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会の請求に基づいて、会計監査人の解任ま

たは不再任を株主総会の会議の目的とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選

定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と

解任の理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制

　当社は、取締役会において、業務の適正を確保するための体制の構築に関する基本方針を次

のとおり決議いたしております。効果的な内部統制システムの構築を目指して、管理体制の強

化に努めてまいります。（最終改定：平成23年11月25日）

　

Ⅰ．内部統制システムの基本的な考え方

　当社は「人生是誠也」を社訓とし、「最善の奉仕」をモットーに、「顧客の満足」を使命と

し、会社法、会社法施行規則及び法令等の遵守はもとより、高い企業理念に基づいた企業活動

を実践し、社会の期待に応える企業となることを目指す。

　

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

(1)当社は、役職員が例外なく守らなければならない基本原則として「コンプライアンスマニ

ュアル」を制定する。このコンプライアンスマニュアルを基に、誠心誠意をもって法令、定款

及び社内規程の遵守徹底を図り、より一層倫理的な組織文化を構築する。

(2)社長は内部統制システムの構築・維持・向上を推進するとともに、コンプライアンス体制

の整備及び維持を図り、必要に応じて各担当部署において、規則・ガイドラインの策定、研修

の実施を行うものとする。

(3)内部監査部門として執行部門から独立した内部監査室を置く。

(4)取締役は当社における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見

した場合には直ちに監査役に報告するとともに、遅滞なく取締役会または経営会議において報

告するものとする。

(5)法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内報告体制として、内部及

び公益通報規程を制定し、通報者がその行為によって不利益を被ることのないよう社内通報シ

ステムを整備し、その運用を図る。

(6)監査役は当社の法令遵守体制及び内部通報システムの運用に問題があると認められるとき

は、意見を述べるとともに改善策の策定を求めることができるものとする。

　

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理につき、文書管理規程に従い、職務執行に係

る情報を、文書または電磁的媒体に記録、保存する。また、必要に応じて閲覧可能な状態を維

持するものとする。
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３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)当社は事業活動を行ううえで、当社を取り巻くリスクを適切に認識し、管理するため「リ

スク管理規程」を制定する。また、純粋リスク、価格変動リスク、信用リスク等リスクの把握、

リスク対策の立案、リスクコントロールを行うためリスク管理委員会を設置し、その内容を定

期的に取締役会に報告するとともに、輸出関連法規及び当社安全保障輸出管理規程遵守による

コンプライアンスの維持・向上を図る。

(2)当社は重大な危機に対するリスク管理体制として、緊急かつ不測の事態に対応するため危

機管理規程を定め、同規程に従った危機対応体制を構築する。

　　

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎として、取締役

会を月１回定時に開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催するものとし、当社の経営方針

及び経営戦略に関わる重要事項については事前に会長、社長をはじめ取締役、執行役員、子会

社責任者によって構成される経営会議において論議を行い、その審議を経て執行決定を行うも

のとする。

(2)取締役会の決定に基づく業務執行については、職務分掌・権限規程において、それぞれの

責任者及びその責任、執行手続の詳細について定めるとともに、同規程は法令の改廃、職務環

境の変化及びより高い業務効率達成のために随時見直しを行うこととする。

　

５．株式会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

(1)グループ会社における業務の適正を確保するため、グループ会社は当社の諸規程を基礎と

するが、業態または国情等により当社諸規程がそぐわない場合には、グループ各社で諸規程を

定めるものとする。

　経営管理については、関係会社管理規程に従い、当社への決裁・報告制度による子会社経営

の管理を行うものとする。

　取締役は、グループ各社において、法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事項を

発見した場合には、監査役に報告するものとする。

(2)内部監査室は、子会社に対する当社からの経営管理、経営指導内容が法令に違反し、その

他コンプライアンス上問題があると認めた場合には、直ちに監査役に報告を行うとともに、意

見を述べることができるものとする。

　監査役は意見を述べるとともに、改善策の策定を求めることができるものとする。
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６．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す

る事項と当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

(1)監査役よりその職務を補助すべき使用人を置くことを求められた場合は監査役の職務を補

助すべき使用人として、当社及びグループ会社の使用人から監査役補助者を任命することとす

る。

(2)監査役補助者に任命された使用人は、監査役より指揮された監査業務に必要な命令に関し

て、取締役等の指揮命令を受けないこととする。

(3)監査役補助者に任命された使用人の人事異動・評価、賃金等の改定については監査役会と

協議するものとする。

　

７．取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)取締役及び使用人は、適時担当部門の業務の状況について監査役への報告をすることとす

る。前記に関わらず、監査役は必要に応じて、取締役及び使用人に対して報告を求めることが

できることとする。

(2)社内通報の方法については、内部及び公益通報規程に基づき、その情報受領者を監査役と

する。そのことにより、法令違反その他コンプライアンス上の問題について監査役への適切な

報告体制を確保するものとする。

　

Ⅱ．財務報告の適正性を確保するための体制

　財務報告の適正性を確保するため、金融商品取引法等の法令に準拠し、財務報告に係る内部

統制の有効性を評価、報告する体制の整備、運用を行う。

　

Ⅲ．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方と整備状況

(1)当社は公正な経営を実現するため「コンプライアンスマニュアル」を制定し、法令遵守・

企業倫理の徹底を図っている。

(2)対応窓口

　反社会的勢力に関する事項についての対応はすべて本社・総務部において対応することとす

る。反社会的勢力から理不尽な要求などの事態が発生した場合は、速やかに顧問弁護士や警察

に相談し、適切な指導を受けながら対応することとする。
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(3)情報収集

　当社は大阪府企業防衛対策協議会に加盟して、警察や地元企業との連絡を密にし、反社会的

勢力に関する情報収集を行う。

新規の取引先に関しては、信用調査機関の調査書などを入手し、社歴をチェックするなど、

反社会的勢力でないことを確認したうえで、対応するものとする。

　

７．会社の支配に関する基本方針

会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針

　当社としては重要な事項と認識しており、継続的に検討をしておりますが、現状の株式分布

状況を鑑みて、現時点での敵対的買収防衛策の導入はしておりません。
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連　結　貸　借　対　照　表

（平成24年11月30日現在）

 （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

電 子 記 録 債 権

有 価 証 券

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工 具 器 具 備 品

貸 与 資 産

そ の 他

土 地

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

[21,565,267]

7,544,756

2,177,957

8,049,989

94,488

300,000

1,567,932

8,234

5,645

1,031,603

170,366

480,694

175,692

△   42,092

[ 6,609,388]

( 4,182,607)

623,401

20,395

49,452

429,663

150,733

2,908,961

(   430,728)

338,380

92,347

( 1,996,053)

1,243,474

76,946

809,118

△  133,486

流 動 負 債 [13,699,510]

支 払 手 形 271,392

買 掛 金 9,453,659

電 子 記 録 債 務 790,745

短 期 借 入 金 78,600

１年内返済予定の長期借入金 44,016

未 払 法 人 税 等 673,752

前 受 金 1,709,005

割 賦 利 益 繰 延 55,568

役 員 賞 与 引 当 金 5,811

そ の 他 616,959

固 定 負 債 [   608,742]

長 期 借 入 金 176,064

繰 延 税 金 負 債 386

退 職 給 付 引 当 金 41,011

役員退職慰労引当金 169,859

再評価に係る繰延税金負債 184,661

そ の 他 36,759

負 債 合 計 14,308,252

純 資 産 の 部

株 主 資 本 [13,707,038]

資 本 金 1,414,415

資 本 剰 余 金 1,300,391

利 益 剰 余 金 11,204,059

自 己 株 式 △  211,828

その他の包括利益累計額 [ △232,484]

その他有価証券評価差額金 79,068

土 地 再 評 価 差 額 金 299,043

為 替 換 算 調 整 勘 定 △  610,597

少 数 株 主 持 分 [   391,850]

純 資 産 合 計 13,866,403

資 産 合 計 28,174,656 負 債 ・ 純 資 産 合 計 28,174,656
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連　結　損　益　計　算　書

( 平成23年12月１日から
平成24年11月30日まで )

  （単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高  41,968,410
売 上 原 価  35,908,235

売 上 総 利 益  6,060,174
割 賦 販 売 未 実 現 利 益 戻 入 額 27,430  
割 賦 販 売 未 実 現 利 益 繰 入 額 18,786 8,644
差 引 売 上 総 利 益  6,068,819

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  3,756,971
営 業 利 益  2,311,847

営 業 外 収 益   
受 取 利 息 55,582  
受 取 配 当 金 15,927  
受 取 家 賃 9,430  
固 定 資 産 売 却 益 21,104  
為 替 差 益 38,299  
不 動 産 賃 貸 料 65,546  
雑 収 入 32,270 238,160

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 1,158  
不 動 産 賃 貸 費 用 50,935  
雑 損 失 2,765 54,859
経 常 利 益  2,495,149

特 別 利 益   
投 資 有 価 証 券 売 却 益 75  
退 職 給 付 制 度 改 定 益 15,729 15,805

特 別 損 失   
固 定 資 産 売 却 損 1,510  
固 定 資 産 除 却 損 47,351  
投 資 有 価 証 券 売 却 損 295  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,743 50,900
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  2,460,054
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,068,166  
法 人 税 等 調 整 額 △58,892 1,009,273
少数株主損益調整前当期純利益  1,450,780
少 数 株 主 利 益  84,710
当 期 純 利 益  1,366,070
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連結株主資本等変動計算書

( 平成23年12月１日から
平成24年11月30日まで )

    （単位：千円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 1,414,415 1,300,391 9,999,173 △211,731 12,502,249

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当 － － △154,111 － △154,111

当 期 純 利 益 － － 1,366,070 － 1,366,070

自 己 株 式 の 取 得 － － － △97 △97

土地再評価差額金の取崩 － － △7,072 － △7,072

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,204,886 △97 1,204,788

当 期 末 残 高 1,414,415 1,300,391 11,204,059 △211,828 13,707,038

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
少数株主
持　　分

純資産合計その他有価証
券評価差額金

土地再評価
差　額　金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額

合計

当 期 首 残 高 78,212 269,380 △613,693 △266,100 313,392 12,549,541

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当 － － － － － △154,111

当 期 純 利 益 － － － － 84,710 1,450,780

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － △97

土地再評価差額金の取崩 － － － － － △7,072

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

856 29,663 3,096 33,615 △6,252 27,362

連結会計年度中の変動額合計 856 29,663 3,096 33,615 78,457 1,316,861

当 期 末 残 高 79,068 299,043 △610,597 △232,484 391,850 13,866,403
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貸　借　対　照　表

（平成24年11月30日現在）

 （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産
現 金 預 金
受取手形及び売掛金
電 子 記 録 債 権
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
繰 延 税 金 資 産
関係会社短期貸付金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
建 物 附 属 設 備
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
貸 与 資 産
土 地
建 設 仮 勘 定
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア
ソフトウェア仮勘定
投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
従 業 員 長 期 貸 付 金
関係会社長期貸付金
繰 延 税 金 資 産
長 期 預 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

[17,441,759]
6,309,165
8,755,952

88,302
300,000
576,128
5,645

621,028
104,486
197,000
514,037

△　29,986
[ 6,618,428]
( 3,433,098)

354,060
32,623
25,187

670
851

22,154
134,994

2,715,659
146,896

(    89,764)
4,515
18,286
66,962

( 3,095,565)
1,179,486
1,281,453

4,442
149,357
27,050
500,000
255,772

△  301,997

流 動 負 債 [ 11,817,663]
買 掛 金 9,351,741

電 子 記 録 債 務 790,745

未 払 法 人 税 等 561,770

前 受 金 682,054

割 賦 利 益 繰 延 55,568

役 員 賞 与 引 当 金 4,900

そ の 他 370,884

固 定 負 債 [   419,038]

退 職 給 付 引 当 金 41,011

役員退職慰労引当金 161,676

再評価に係る繰延税金負債 184,661
そ の 他 31,689

負 債 合 計 12,236,702

純 資 産 の 部

株 主 資 本 [11,445,078]
資 本 金 ( 1,414,415)

資 本 剰 余 金 ( 1,300,391)

資 本 準 備 金 1,248,878

その他資本剰余金 51,513

利 益 剰 余 金 ( 8,942,099)

利 益 準 備 金 120,704

その他利益剰余金 8,821,395

退職給与積立金 497,327

固定資産圧縮積立金 132,737

別 途 積 立 金 1,015,070

繰越利益剰余金 7,176,260

自 己 株 式 ( △211,828)

評価・換算差額等 [   378,407]

その他有価証券評価差額金 79,363
土 地 再 評 価 差 額 金 299,043

純 資 産 合 計 11,823,485
資 産 合 計 24,060,187 負 債 ・ 純 資 産 合 計 24,060,187
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損　益　計　算　書

( 平成23年12月１日から
平成24年11月30日まで )

  （単位：千円）

科 目 金 額
売 上 高  31,629,333
売 上 原 価   

期 首 商 品 棚 卸 高 354,898  
当 期 商 品 仕 入 高 28,435,053  
合 計 28,789,952  

期 末 商 品 棚 卸 高 581,773 28,208,178

売 上 総 利 益  3,421,154
割 賦 販 売 未 実 現 利 益 戻 入 額 27,430  
割 賦 販 売 未 実 現 利 益 繰 入 額 18,786 8,644

差 引 売 上 総 利 益  3,429,799
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  2,040,399

営 業 利 益  1,389,399
営 業 外 収 益   

受 取 利 息 54,345  
受 取 配 当 金 154,433  
受 取 家 賃 18,070  
固 定 資 産 売 却 益 6,855  
不 動 産 賃 貸 料 62,960  
為 替 差 益 29,481 　
雑 収 入 63,411 389,557

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 252  
不 動 産 賃 貸 費 用 49,999 50,252

経 常 利 益  1,728,705
特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 75 75
特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 損 1,510  
固 定 資 産 除 却 損 44,097 　
投 資 有 価 証 券 売 却 損 295 45,903

税 引 前 当 期 純 利 益  1,682,876
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 705,310  
法 人 税 等 調 整 額 △59,469 645,840
当 期 純 利 益  1,037,036
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株主資本等変動計算書

( 平成23年12月１日から
平成24年11月30日まで )

   　  　 （単位：千円）

 

株　　主　　資　　本

資 本 金

　 資 本 剰 余 金 　 利　益　剰　余　金

資本準備金
その他資本
剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

その他の
積 立 金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 1,414,415 1,248,878 51,513 120,704 147,357 1,512,397 6,285,787

事 業 年 度 中 の 変 動 額        

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － △154,111

固定資産圧縮積立金の取崩 － － － － △14,620 － 14,620

当 期 純 利 益 － － － － － － 1,037,036

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － －

土地再評価差額金の取崩 － － － － － － △7,072

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － △14,620 － 890,472

当 期 末 残 高 1,414,415 1,248,878 51,513 120,704 132,737 1,512,397 7,176,260

 

株　主　資　本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式

株主資本
合    計

その他有価証
券評価差額金

土地再評価
差  額  金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △211,731 10,569,323 77,707 269,380 347,088 10,916,411

事 業 年 度 中 の 変 動 額       

剰 余 金 の 配 当 － △154,111 － － － △154,111

固定資産圧縮積立金の取崩 － － － － － －

当 期 純 利 益 － 1,037,036 － － － 1,037,036

自 己 株 式 の 取 得 △97 △97 － － － △97

土地再評価差額金の取崩 － △7,072 － － － △7,072

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

－ － 1,655 29,663 31,319 31,319

事業年度中の変動額合計 △97 875,754 1,655 29,663 31,319 907,073

当 期 末 残 高 △211,828 11,445,078 79,363 299,043 378,407 11,823,485
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成25年１月９日 

 マ ル カ キ カ イ 株 式 会 社  

 取締役会　御中  

 近 畿 第 一 監 査 法 人  

 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 岡 野 芳 郎 

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 伊 藤 宏 範 

 

 　
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、マルカキカイ株式会社の平成23年12月１日から
平成24年11月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任　
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任　
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、マルカキカイ株式会社及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成25年１月９日 

 マ ル カ キ カ イ 株 式 会 社  

 取締役会　御中  

 近 畿 第 一 監 査 法 人  

 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 岡 野 芳 郎 

代 表 社 員
業務執行社員

公認会計士 伊 藤 宏 範 
 

 　
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、マルカキカイ株式会社の平成23年12月１
日から平成24年11月30日までの第66期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上
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監査役会の監査報告書

－ 26 －

監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成23年12月１日から平成24年11月30日までの第66期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成

した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、監査の計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等

及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査の計画等に従い、取締役、内部監査部門その他

の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締

役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び

主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及

び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第

100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ

ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、

意見を表明いたしました。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び近畿第一監査法人から当該内部統制の評価

及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思

疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業

報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ

ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日

企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年

度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類

（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

(1）事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する取締役の

職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人近畿第一監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3）連結計算書類の監査結果

会計監査人近畿第一監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

 

 平成25年１月15日  

 マルカキカイ株式会社　監査役会  

 

常勤監査役 記 録 勇 次 
常勤監査役 塚 原 　 実 
社外監査役 柴 　 功 安 
社外監査役 長 﨑 伸 郎 

 

以　上
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剰余金処分議案、取締役選任議案

－ 27 －

株 主 総 会 参 考 書 類

　

議案及び参考事項

第１号議案 　剰余金の処分の件

期末配当に関する事項

　当期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案いたしまして、

１株につき11円といたしたいと存じます。

　なお、既に１株につき９円の中間配当を実施しておりますので、当期の年間配当は１株に

つき20円となります。

(1) 配当財産の種類及びその総額

配当財産の種類は金銭によるものとし、その総額は99,718,751円といたします。

(2) 剰余金の配当が効力を生ずる日

平成25年２月27日といたしたいと存じます。

　

　

第２号議案　 取締役９名選任の件

　取締役８名全員は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つきましては、一層

の経営基盤強化・充実をはかるため、１名増員し取締役９名の選任をお願いいたしたいと存

じます。

　取締役の候補者は、次のとおりであります。

候補者

番 号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当

（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社

の 株 式 の 数

１

か ま え 　 し ん じ

釜 江 信 次

(昭和17年12月22日生)

昭和40年３月　当社入社

平成３年２月　当社取締役　

平成９年２月　当社常務取締役

平成12年２月　当社専務取締役

平成15年２月　当社代表取締役社長　

平成23年２月　当社代表取締役会長（現在）　

（重要な兼職の状況）

　ｿﾉﾙｶｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ株式会社代表取締役会長　

159,100株

２

た け し た 　 と し あ き

竹 下 敏 章

(昭和28年11月15日生)

昭和51年４月　当社入社

平成13年12月　当社執行役員

平成16年２月　当社取締役

平成17年４月　当社産業機械本部長

平成19年２月　当社取締役兼常務執行役員

平成23年２月　当社代表取締役社長（現在）

43,200株
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剰余金処分議案、取締役選任議案

－ 28 －

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

３

ま な べ 　 さ と し

真 鍋 　 聡

(昭和29年12月21日生)

昭和54年４月　当社入社

平成14年12月　当社執行役員

平成19年２月　当社取締役兼執行役員（現在）

平成20年７月　当社建設機械本部長

平成21年12月　当社東京支社長

平成24年９月　当社東南アジア・インド営業統括

　　　　　　　(現在）

（重要な兼職の状況）
　マルカ･タイ取締役社長
　マルカ・インド取締役社長　

28,700株

４

もろとみ　しゅういち

諸 富 秀 一

(昭和26年６月１日生)

昭和50年４月　当社入社

平成12年12月　当社名古屋支店長　

平成14年12月　当社執行役員　

平成17年12月　当社中部支社長（現在）

平成19年２月　当社取締役兼執行役員（現在）

平成23年12月　当社産業機械本部長（現在）

42,000株

５

な ん ば 　 つ ね ひ さ

難 波 経 久

(昭和31年12月１日生)

昭和54年４月　当社入社

平成11年12月　当社岡山支店長　

平成15年12月　当社大阪産業機械第一部長　

平成17年12月　当社大阪産機本部長代理

平成18年12月　当社執行役員

　　　　　　　当社大阪産機本部長

平成21年12月　マルカ・広州董事長（現在）

　　　　　　　マルカ・上海董事長総経理(現在)　

平成23年２月　当社取締役兼執行役員（現在）

              当社産業機械副本部長　

平成24年12月　当社中国営業統括（現在）　

（重要な兼職の状況）
　マルカ・広州董事長
　マルカ・上海董事長総経理

4,000株

６

よ し ぎ 　 ひ ろ ゆ き

吉 儀 裕 之

(昭和28年12月31日生)

昭和52年１月　日本富士産業株式会社入社

平成11年４月　同社保険部次長

平成15年４月　当社保険部長

平成19年12月　当社執行役員

平成21年６月　当社ニュープロダクト営業部長

平成21年12月　当社保険部担当（現在）

平成23年２月　当社取締役兼執行役員（現在）

平成24年２月　当社建設機械副本部長　

平成24年９月　当社建設機械本部長（現在）　

7,600株
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剰余金処分議案、取締役選任議案

－ 29 －

候補者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
の 株 式 の 数

＊７

に は し 　 は る ひ さ

二 橋 春 久

(昭和27年6月15日生)

昭和50年２月　伊藤忠商事株式会社入社

平成14年７月　株式会社本郷入社

平成14年12月　同社取締役

平成18年４月　株式会社エイチワン取締役営業本部長

平成23年４月　同社専務取締役欧州北米地域本部長

平成24年９月　当社入社　常勤顧問（現在）　

－株

＊８

い い だ 　 く に ひ こ

飯 田 邦 彦
　
(昭和31年12月10日生)

昭和55年４月　当社入社

平成12年12月　当社財務部長

平成15年４月　当社総務部長

平成18年12月　当社広報室長(現在)

平成20年12月　当社理事

平成21年12月　当社管理副本部長（現在）　

平成23年12月　当社総務・財務部長（現在）

平成24年12月　当社執行役員（現在）　　

3,900株

９

ゆ む ら 　 こ う じ

湯 村 幸 次

(昭和24年12月26日生)

昭和48年４月　株式会社神戸製鋼所入社　
平成16年２月　当社取締役(現在）
　　　　　　　コベルコ建機株式会社クレーン本部
　　　　　　　営業部長　
平成16年４月　コベルコクレーン株式会社取締役
　　　　　　　執行役員営業部長
平成18年４月　同社取締役常務執行役員営業本部長
平成20年４月　同社取締役専務執行役員営業本部長
　　　　　　　(現在）
（重要な兼職の状況）
　コベルコクレーン株式会社取締役専務執行役員　

－株

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

 ２．湯村幸次氏は、社外取締役候補者であります。

 ３．湯村幸次氏を社外取締役候補者とした理由は以下のとおりであります。　　　　　

コベルコクレーン株式会社における役員としての豊富な知識・経験等を有し、業務執行より独立した

公正で客観的な立場から経営監督機能を担っております。同氏の大局的な見地からの意見等は当社経

営にとって重要であり、適切な監督を行っていただけるものと判断し、社外取締役候補者といたしま

した。

 ４．湯村幸次氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会の

終結の時をもって９年となります。

 ５．社外取締役との責任限定契約の内容の概要は以下のとおりであります。

当社は、湯村幸次氏との間で、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づき、同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令

が定める額としております。なお、同氏の再任が承認された場合には、当該契約を継続する予定であ

ります。

 ６．＊は新任の候補者であります。　
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選任議案

－ 30 －

第３号議案　 監査役２名選任の件

　監査役記録勇次氏及び監査役塚原　実氏は、本総会の終結の時をもって辞任されます

ので、その補欠として監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、監査役候補者森　康明氏は退任監査役記録勇次氏の、監査役候補者有山晃一氏

は退任監査役塚原　実氏のそれぞれ補欠として選任をお願いするものであり、その任期は当

社定款の定めにより、それぞれ退任される前任者の監査役任期の満了する時までとなります。

　本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役の候補者は、次のとおりであります。
候補者

番 号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）
略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社

の 株 式 の 数

＊１

も り 　 や す あ き

森 　 康 明

(昭和24年10月17日生)

平成10年７月　当社入社　

平成11年２月　当社取締役　

平成12年12月　当社管理本部長（現在）

平成16年２月　当社常務取締役

平成19年２月　当社取締役兼常務執行役員（現在）　

28,800株

＊２

あ り や ま 　 こ う い ち

有 山 晃 一

(昭和26年11月20日生)

平成16年12月　当社入社　海外業務部部長代理

平成17年３月　マルカ・アメリカ経理部長

平成20年３月　当社海外統括室長

平成21年12月　当社財務部長　

平成23年12月　当社総務・財務部担当部長（現在）

200株

（注）　１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２．＊は新任の候補者であります。　
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慰労金議案

－ 31 －

第４号議案　 退任取締役及び退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　　　本総会終結の時をもって取締役を退任される森　康明氏、並びに監査役を退任される記録

　　勇次氏及び塚原　実氏に対し、その在任中の労に報いるため、当社の定める一定の基準に従

　　い、相当額の範囲内において退職慰労金を贈呈することといたしたく存じます。

　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は、退任取締役については取締役会の決議

に、退任監査役については監査役の協議によることに、それぞれご一任願いたいと存じます。

　　　退任取締役及び退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏　　　　名 略　　　　　　　　歴

森　　　康　明

平成11年２月　当社取締役

平成16年２月　当社常務取締役

平成19年２月　当社取締役兼常務執行役員　

　　　　　　　現在に至る　　

記　録　勇　次
平成20年２月　当社常勤監査役

　　　　　　　現在に至る

塚　原　　　実
平成16年２月　当社常勤監査役

　　　　　　　現在に至る

　以　上
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メモ
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状線

地下
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大阪 新阪急ホテル
2階 紫の間

◎ 当日は駐車場の用意はしておりませんので、
お車でのご来場はご遠慮ください。

・ JR「大阪駅」 ・ 地下鉄御堂筋線「梅田駅」
・ 阪急電鉄「梅田駅」 ・ 地下鉄谷町線「東梅田駅」
・ 阪神電鉄「梅田駅」
□上記各駅から徒歩１～10分位

最寄駅

第66回 定時株主総会　 会場ご案内図

http://www.hankyu-hotel.com/hotel/osakashh/

《 株主総会 会場 》

大阪 新阪急ホテル（2階 紫の間）
大阪市北区芝田一丁目1番35号

検 索大阪　新阪急ホテル




